
新技術開発探訪　

２０１１年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地
震による地盤の液状化現象は，住宅，道路，河川
堤防，港湾施設，ライフライン等の広範にわたっ
て多大な被害をもたらした。新潟県においても，
液状化現象が世間に知られることとなった新潟地
震（１９６４年），中越地震（２００４年），中越沖地震
（２００７年）においても，同様に液状化により家屋
や堤防等に被害が発生している。
このような状況を捉え，自分の住んでいる土地

の地盤特性を知ってもらうことを目的として，新
潟県内の過去の液状化の発生状況とその素因とな
る地形地質等の地盤情報をとりまとめ「液状化し
やすさマップ」を作成した。

既存の液状化危険度マップには，代表的なもの
として，液状化ゾーニングマニュアル（平成１０年
度版）に基づいて都道府県別に作成されたものが
ある。これは，特定の断層の活動を想定し，中～
小縮尺（５万分の１～２０万分の１）で作られた概
略的なものである。
これに対し，本マップは以下の四つの特徴をも

つ。

� 特定の地震を対象とすることによる評価漏れ
を防ぐため，１９６４年新潟地震と同程度の揺れが
新潟県下全域に起こったと想定した。

� 表示方法については領域表示とし，土地条件
図（デジタル版）が発行されている越後平野中
央部は２万５千分の１，周辺部については５万
分の１，山間地については２０万分の１の精度で
作成した。

� 過去の地震（新潟地震，中越地震，中越沖地
震）による液状化履歴に基づき，各地形要素に
重み付けを行うと同時に，砂丘縁辺部や新規の
人工地盤（宅地造成盛土）を液状化の可能性の
ある地形要素に加えた。

� 地形と地質の密接な関係性に注目し，微地形
区分（地形要素）と地盤構成（ボーリングデー
タ）をリンクさせ，さらに明治時代の古地図や
治水地形分類図から旧河道や旧池沼を抽出する
など，総合的視点で危険度を評価した。

� 想定する地震の規模
新潟県全域に新潟地震と同程度の地震動が起こ

った場合を想定した。
ここで新潟地震とは，１９６４年６月１６日に発生し

た，M＝７．５，震度５（当時）の地震であり，レ
ベル�地震動相当である。

液状化しやすさマップ
（新潟県版）
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� 液状化危険度のランク
本マップで取り扱う液状化危険度ランクは，以

下の５段階とした。
・危険度４→液状化の可能性が高い
・危険度３→液状化の可能性がある（レベル�程

度の非常に強い地震に見舞われた
り，地震時一時的に地下水位が上昇
していた場合のように，条件次第で
は液状化の可能性がある範囲）

・危険度２→液状化の可能性が低い（全体には液
状化の可能性は低いと考えられるが
部分的に液状化の可能性がある範
囲）

・危険度１→液状化の可能性が非常に低い（通常
では液状化の可能性はほとんどない
と考えられる範囲）

・危険度０→液状化判定対象外（山地や丘陵な
ど，液状化するとは考えられない地
形）

なお平野部における宅地造成盛土地について
は，地震による揺れの増幅が予想される粘土地盤
上において，盛土材が砂質土である場合を考慮し
て危険度３とした。

� 地形要素
地盤の液状化は，「砂地盤であること」「N値が
低く緩いこと」および「地下水位に満たされてい
ること」の３条件が揃うと発生しやすいとされて
いる。
この３条件は，それぞれ以下の地形・地質のも

とで出現する。
� 砂の堆積場所
砂丘や自然堤防，砂州・砂堆など。

� 地盤が緩い場所
堆積年代が非常に新しい沖積地盤に多い。

� 地下水位が高い場所
河川や池沼または湧水地に近いところ。
このように，表層地盤の種類と地形との間には

密接な関係があることから，まず砂地盤で構成さ
れている可能性の高い地形を抽出する。なお抽出
に当たっては，液状化履歴を考慮する。
� 対象層厚
図―１に示すとおり被覆層が１０mを超えると極

めて液状化しにくくなるという報告（石原
１９８５）に基づき，地表から１０mまでの深度を目安
としてボーリングデータの確認を行う。

図―１ 表層の非液状化層厚および深部の液状化層厚
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（注） 液状化の調査から対策工まで，鹿島出版会，８８，p１６２，１９８８より抜粋。
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また最大加速度が２００galの場合，
表層の非液状化層が３mあれば液状
化による地盤変状がほぼないことか
ら，これを境界値として液状化しや
すさの判定を行うこととした。

作成は，図―２「液状化判定フロ
ー」に示す手順で実施した。
� 液状化発生面積率から見た地形
要素の抽出
新潟県全域を地形要素ごとに区分

し，液状化履歴を考慮し，表― ，
に示すとおり各地形要素に液状化

しやすさに応じた重み付けを行いグ
ループ分けする。
� 古地図・空中写真・治水地形分
類図による補完
既存の土地条件図や地形分類図な

どからもれてる可能性のある旧河
道，旧池沼，最近の宅地造成地につ
いて，古地図や空中写真により抽出
する。図―３にイメージを示す。
� 地盤構成の検討
既存のボーリング資料や地質断面

図により，各地形要素の地盤構成
（土層構成，砂層のN値等）につい
て確認しながら液状化危険度をラン
ク分けする。
� 地下水位のチェック
地下水位について，ボーリング柱

状図に記載された水位で確認しなが
ら液状化危険度をランク分けする。
� 総合判定
こうしてランク分けされた個々の

地形要素にして，既存資料や周辺地
形，履歴などから見て整合性がある
かどうか判断し，必要があれば修正
を行う。修正例を図―４に示す。

図―２ 液状化判定フロー

過去の地震の例からみた地形ごとの液状化しやすさは，次
の表のとおりです。

�地盤の種類
・粘性土地盤や砂礫地盤は，液状化の可能性がほとんどありませ
ん。
・ただし，粘性土地盤の上に砂質土で盛土された場合は，液状化
の可能性があります。
�砂地盤の場合
・浅い深度に砂層があるかどうかが判断の目安になります。
・また，砂層のN値（地盤の締まり具合を示す指標）が高いか低い
かも重要な要素となります。

ボーリング資料などから，地下水の位置を確認します。地下水が
浅い深度にある場合は，液状化の危険度が高いと判定します。

判定は，その土地がどんな地形であるか，「液状化３条件」を満た
しているかどうかによって，５段階に分けられます。（ランク０
は判定の対象外なので，実際は４段階）

液状化の
可能性

地形
ランク 地形（土地）区分

高い A 旧河道，人工地形（盛土，埋土，干拓地，平坦化地 等），
砂州・砂堆（砂丘間低地を含む），高水敷

B 谷底平野・氾濫平野，海岸平野・三角州，砂丘の縁辺部，
自然堤防

低い C 台地・段丘，山麓堆積地形，砂丘（本体），扇状地・緩扇状
地，低水敷・浜，後背低地，湿地・水草地

ない D 山地・丘陵地

図―３ 新規抽出地形の重ね合わせイメージ

信濃川

� 元図（ベースマップ） � 旧河道・旧湖沼を重ね合わせた状態

旧河道

旧湖沼鳥屋野潟

盛土（旧）

盛土（新規）

� 盛土地形（旧）を重ね合わせた状態 � 新規人工改変地形を重ね合わせた状態
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表―１ 地形種別液状化発生面積率（越後平野）
地形区分（土地条件図） 地形面積（km２） 液状化発生面積率（％）

グループ
大分類 小分類 全体 履歴部分 ０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０ ３５

斜面 斜面 ３４５．６ ０．０ ０．０ D
変形地 壁岩 ０．７ ０．０ ０．０

D禿しゃ地・露岩 ０．３ ０．０ ０．０
地すべり（崩壊地） １２．２ ０．０ ０．０
地すべり（堆積部） ６６．７ ０．０ ０．０

台地・段丘 高位面 ２．８ ０．０ ０．０

C
上位面 １１．８ ０．０ ０．０
中位面 ３７．３ ０．１ ０．１
下位面 ２５．６ ０．１ ０．４
低位面 １１８．８ ０．２ ０．２

山麓堆積地形 麓屑面 ３．８ ０．０ ０．０

C崖錐 ０．０ ０．０ ０．０
土石流堆 ０．８ ０．０ ０．０
土石流段丘 ３．２ ０．０ ０．０

低地の微高地 扇状地 １０．７ ０．０ ０．３ C
緩扇状地 ７５．４ ０．０ ０．０ C
自然堤防 １３７．４ ６．２ ４．５ B
砂丘本体 ７３．６ ０．４ ０．６ C
砂丘辺縁部 ３３．４ １．２ ３．６ B
砂（礫）堆・洲 １５．２ １．３ ８．４ A

凹地・浅い谷 凹地・浅い谷 ６．５ ０．１ １．０ C
低地の一般面 谷底平野・氾濫平野・海岸平野・三角州 ７０１．０ １８．５ ２．６ B

後背低地 １５３．７ １．４ ０．９ C
旧河道 １５．２ ４．５ ２９．７ A

頻水地系 高水敷 ５７．１ ６．０ １０．５ A
低水敷・浜 ３２．３ ０．６ １．８ C
湿地・水草地 １．３ ０．０ ０．０ C

水部 水部 ６５０．４ １．５ ０．２ ―
人工地形 平坦化地 ２４．５ １．７ ６．８

A

農耕平坦化地 １８．３ ０．２ １．０
切土斜面 ６．８ ０．１ １．３
盛土斜面 １．１ ０．１ ５．２
高い盛土地 ９．０ １．２ １３．６
盛土地 １６９．２ １７．８ １０．５
埋土地 ２２．３ ３．０ １３．４
干拓地 ３４．５ １．８ ５．１
凹陥地 ０．０ ０．０ ０．０
改変工事中 １４．７ ０．３ １．８

表―２ 液状化発生面積率と地形区分のランク
分類 液状化発生面積率 地形区分

A ５％以上
� 旧河道 � 人工地形
� 砂州・砂堆（砂丘間低地含む）
� 高水敷

B ２～５％
� 谷底平野・氾濫原平野・海岸平
野・三角州
� 砂丘の縁辺部 � 自然堤防

C ２％未満

� 台地・段丘 � 山麓堆積地形
� 砂丘（本体）
� 扇状地・緩扇状地
� 低水敷・浜 � 後背低地
� 湿地・水草地
	 その他（A，B，D以外）

D 対象外 山地・丘陵地
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作成の考え方と手順に従い，新潟県内を対象に
液状化しやすさマップを作成した。代表例とし
て，新潟地域の液状化しやすさマップを図―５に
示す。なお，マップの利用上の注意点等を以下に
示す。
� マップの利用上の注意点
� マップは，地盤の液状化の被害の有無にかか

わらず，地盤の液状化という点にのみ注目し
「液状化しやすさの傾向」を示したものであ
り，地震被害想定マップではない。

� マップは，液状化しやすいとされる地形条件
に着目し，周辺にある既存のボーリングデータ
を参照して作ったものであり，多くの推定を含
んでいることから，地盤が液状化するか否かの
判断は，あくまでもジャストポイントにおける
ボーリングデータに基づいて行うことが原則で
ある。

○修正例―１
（危険度４ → 危険度０）

○修正例―２
（危険度１ → 危険度４）

【修正前】 【修正後】

〔危険度４〕→修正→〔危険度０〕

人工地形のため〔危険度４〕の判定
→ 土地利用はゴルフ場であり，元地形の丘陵地と同等と判断 →〔危険度０〕を採用

【修正前】 【修正後】

砂利掘削の状況 砂利掘削跡地の液状化

液状化履歴

ボーリングでは礫地盤主体で，〔危険度１〕の判定
→ 砂利掘削後の埋め戻しが砂で行われており，同部分での液状化履歴が多く確認されて
いる（下写真参照）。その後，埋め戻し土の置換等はなく，現在も砂の状態である。
→ 緩い砂の埋め戻しで地下水は高いと推定されることから〔危険度４〕と判定

新潟県中越地震災害調査委員会報告書，公益社団法人地盤工学会，p１２７，１２８，２００７．５より抜粋
砂利採取跡地の液状化被害

図―４ 総合判定による修正例

〔危険度１〕→修正→〔危険度４〕
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� 建物の中には液状化対策を実施済のものも多
いと思われるが，これらを個々に区別すること
ができないため，このマップでは，これらは考
慮していない。
� マップの活用
「液状化しやすさ」をキーワードに，自分の住

んでいる土地の地盤性質を知り，自助・共助・公
助に役立てていただければ幸いである。

今回，液状化危険度判定に係る地盤構成の検討
では，「北陸地盤情報システム」に登録されてい
るボーリングデータをベースに作業を行ってい
る。このボーリングデータは，新潟県全体で見る
と少なく，データの存在しない区域も多く存在し
ている。このような場合は，周辺のボーリングデ
ータを参照しており，多くの推定を含んでいる。

マップの精度向上には，さらなるボーリングデ
ータの収集・確認が必要である。このためボーリ
ングデータの蓄積を促進し，液状化しやすさマッ
プの危険度評価に対する精度向上を図っていく必
要がある。

液状化しやすさマップは，北陸地方の地盤情報
に関する豊富な知識と人材を有する公益社団法人
地盤工学会と北陸地方整備局の共同により作成し
たものである。検討に当たっては，「液状化危険
度マップ検討会」を立ち上げ関係各位からの助言
を仰ぎながら作成したもので，ここに謝意を表す
る。なおこのマップは，北陸地方整備局のホーム
ページに掲載しているので，詳細については，こ
ちらを参照願いたい（http : //www.hrr.mlit.go.jp
/ekijoka/index.html）。

やまざき かず お

国土交通省北陸地方整備局北陸技術事務所品質調査課 品質調査課長 山嵜 一雄
か とう たけかず

品質検査係長 加藤 丈和

図―５ 新潟地域の液状化しやすさマップ
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